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一般質問 

「今後の公共施設のあり方について〜だれでも、いくつになっても、学ぶ権利が保障されるまちづ

くりを！」 

公共施設総合管理計画における社会教育施設の今後のあり方（とくに日野駅周辺の公共施設再編計

画）について質問 

 

◇前提◇ 

ユネスコ学習権宣言 

１９８５年３月２９日 第４回ユネスコ国際成人教育会議にて採択 

「学習権を承認するか否かは、人類にとって、これまでにも増して重要な課題となっている」 

という一文から始まり、 

・学習権は人間の生存にとって不可欠な手段である 

・学習権なくして人間の発達はあり得ない 

・学習権は単なる経済発展の手段ではなく、基本的人権のひとつであって、その正当性は普遍的で



ある 

・学習権は、一部の人だけの排他的な特権であってはならない 

 

この理念をまちの中で具体化したものが、公共施設である 

 

 

① 新町交流センターの体育館の予約抽選について 

サークル活動を主催する市民の方から 

「できれば毎週、おなじ時間帯に体育館を使いたい」との要望があるが、どう対応するか 

 

（答弁） 

新町交流センターの体育館の令和４年度の稼働率は７９.５％、利用希望者が多い。 

同じ日時の利用希望が重複した場合、予約システムによる機械的な抽選という形を取らざるをえな

い。サークル活動をおこなう団体にとって不便であるということは十分理解するところですが、空

いている時間をご案内したり、近隣で同等のホールがある施設をご案内するなどの対応をしている。 

 

 

② おなじ施設内で、ダンス練習や楽器練習、集会などあらゆる団体の活動が、同時に保障されるよ

うになっているか 



（答弁） 

［生活・保健センター／交流センター］ 

施設の貸室を利用した活動は多岐にわたっており、会議や打ち合わせ、体操やダンス、合唱や楽器

の練習などにも使用されることがある。 

予約システムにおいて、音の出る活動については注意喚起をおこなっている。音の出る活動はでき

るかぎり防音室を案内していて、それ以外の貸室では、注意喚起の掲示を徹底している。 

 

［中央公民館］ 

防音施設はないが、音の出るサークルの活動場所を特定するなどの配慮をしている。また、サーク

ル同士コミュニケーションをとって活動日が重ならないように調整するなど工夫して活動していた

だいている。 

 

［今後の公共施設の再編計画において］ 

それぞれの施設ごとの利用状況を詳細に分析し、施設所管課や施設利用者などの意見を整理しなが

ら、それぞれの施設に求められる機能を明確にしていく必要があると考えている。 

その上で、その機能を実現するための施設規模、諸室の配置、利用者の動線などの最適化を図ると

ともに、利用特性等をふまえた防音性といった面にも配慮しながら、施設計画を検討していく。 

また、ハード面での対策とともに、利用方法や利用時間のルールづくり、および利用者間での情報

共有の仕組みづくりなどについても、施設所管課とともに検討し、利用者の多様なニーズに応えて



いく。 

 

 

③ 市内の公共施設１０７施設で日本共産党日野市議団が調査したところ、女性用トイレの便器数が

合計３０７個、男性の便器数は４８６個（うち個室が１８０、小便器が３０６）と判明。 

これについての認識を問う。 

 

（答弁） 

公共施設の新築時、改築時におけるトイレ整備の考え方は、男女比もふくめ日常的な利用者の特定

が明らかな施設では実態に即した計画としている。利用者の特定が困難な施設においては、男女比

を含めた利用者および職員の人数などを想定し、用途ごとに空気調和・衛生工学便覧などの一定の

基準を満たすような計画としている。 

今後の公共施設の整備や改修等にあたっては、それぞれの施設ごとの日常的な利用実態などを把握、

分析し、それぞれの施設にみあったトイレ整備をすすめていく。 

 

⇨ 今後の進め方においては、ジェンダー平等の視点をもって整備をしていってほしいと要望 

 

 

④ 今後の公共施設の複合化について 



 

［学校施設と社会教育施設の複合化について］ 

令和４年１０月に教員にアンケートを実施。複合化について、「乳幼児や高齢者等との交流がで

きる機会が増えることで行政についての学びが展開しやすい。」「様々な方が教育活動に協力して

くれるのでは」など、児童・生徒の学びにとって前向きに捉える意見が多かった。プライバシー

や安全防犯上の懸念、教育活動に制限が出ないように要望する意見もあった。 

児童・生徒と地域住民が同線の交わりやお互いの活動に支障が生じるおそれがあることについて、

各施設の配置や動線、防音性の確保といった施設計画上の対策を図ることで、お互いに安心して

利用できる施設づくりを検討していく必要がある。 

施設の運用面では、お互いの施設における利用方法や利用時間等のルールづくり、活動内容につ

いて定例的に情報を共有するなど、先進事例を参考にした検討なども必要と考える。 

このような検討を計画に反映していくことで、複合化による様々な効果が期待でき、課題の解決

が図れると考える。 

有事の際の避難所運営については、円滑な避難行動の促進についても効果が期待される。 

令和５年度、市民参画による新たな学校づくり・社会教育施設づくり検討委員会立ち上げし、８

月に第一回の検討委員会を実施。学校施設の複合化などについては、学校教育と地域の双方にメ

リットのある複合化を論点に検討していく。 

 

［今後の公共施設の複合化等について］ 



それぞれの施設ごとの利用状況を詳細に分析、把握した上で、施設所管課や施設利用者等へのヒ

アリング等を踏まえながら、それぞれの施設に求められる機能を明確化していく。 

そのうえで、この機能を実現するための施設規模や諸室の配置、利用者の動線などの最適化を検

討する。その結果を施設計画という形につなげていきたい。 

  社会教育施設と学校教育施設の複合化にかかる懸案事項等は、日野市の公共施設再編のパイロッ 

トプロジェクトとして位置付けた日野本町周辺地区の今年度からの取組をすすめていくなかで、 

今後、学識経験者、施設利用者、地域住民などの多様な意見を聞き取りながら、具体的な方策を  

整理したうえで対応に当たっていく。 

 

 

 

⑤ 仲田小学校のプール設備撤去について 

資料：後援会ニュース あおぞら ２０２３年９月号参照 


